
　現在のバリアフリーの取組は個
々の施設等に限られ、まち全体の
一体的な取組まで至っていない。
歩車道の分離、歩道段差の解消、
誘導設備等の充実に面的に取り組
むことが必要だ。バリアフリー・
ユニバーサルデザインの推進計画
を策定すべきではないか。

　バリアフリー及びユニバーサル
デザインの取組については、障害
福祉や街づくりなどの各分野の計
画に基づき、適切に実施している。
今後は、関連計画の見直しの過程
で各種委員の意見を伺うなどして、
計画策定の必要性を検討していく。

問 まち全体の
バリアフリー推進を 答 計画策定の必要性を

検討していく

　これまでの英語教育では実際の
会話で英語を使えるまで上達する
ことは難しい。「話す事・聞く事」
を養う英語教育が重要と考える。
学校生活の中で英語だけで生活す
る時間を作る、または英語で過ご
す学童保育所等、オールイングリッ
シュの環境作りができないか。

　グローバル化の進展により複数
の言語によるコミュニケーション
能力が重要となるため、ALTや英
語専科指導教員を配置し、より実
際に近い発音の英語学習を行って
いる。今後は実際に使える・話せ
る英語が身につくような英語教育
の取組の研究に努めていく。

問 「使える」英語を
目指した英語教育を 答 英語教育の推進と

充実を図る

　昨年末の一般質問で米価暴落と
原油価格高騰の対策を求めたのに
対し、種苗費と燃料費の助成制度
を導入していただき感謝する。し
かし、今年に入り肥料が高騰して
農家経営に追い討ちをかけている。
影響と対策、しらおか味彩センター
の米買取拡大について伺う。

　農業者支援における国や県の動
向を注視するとともに、市として
も事業者支援の一環として、肥料
コスト上昇分の支援について考え
ていく。
　現在のしらおか味彩センターの
状況では、買取量を増やすことは
困難である。

　請願者である協議会については、
議会において請願が採択されたこ
とから、市では協議会の経緯など
の確認を行うことは考えていない。
しかしながら、今後も路線バスの
運行予定事業者のみならず、必要
に応じて協議会からの聞き取りも
行っていく。

問 市内の農業を守る
肥料高騰対策を 答 国や県の動向を

注視していく

　最近では子ども向け自転車の改
良により、満２歳頃から補助輪付
き自転車に乗っている。安心安全
の観点から道路ではなく公園を乗
り場とすべきだが、市内の公園で
は自転車の乗入れが一律に禁止さ
れている。子育てのしやすさと安
心安全の観点から対策を伺う。

　補助輪付きの自転車等について
は、大人の立会いのもと、総合運
動公園中央通路の利用を開放して
いる。今後は、この場所は幼児が
自転車を練習できる場であること
を、看板等を設置して利用者に周
知し、公園利用の拡充を図ってい
く。

問 市内に幼児の
自転車乗り場を 答 総合運動公園中央通路の

利用を周知

　新型コロナウイルス感染症や物
価高騰対策として住民税非課税世
帯には厚い手当がなされてきたが、
一般家庭に分類される住民税の均
等割のみ支払っている世帯に対し
ては、相対的に支援が薄いと思わ
れるが、どう考えているのか。

　地域の実情に応じた支援が可能
な地方創生臨時交付金の目的から、
市では、支援が必要な市民の皆様
などを把握しながら、着実に支援
を実施している。住民税均等割の
み課税されている世帯についても、
その支援の可能性を検討する。

問 地方創生臨時交付金の
活用について 答 支援が必要な方への

着実な支援を進める

　一般道路についても、通学路と
同様、市が主体的・積極的に、危
険箇所や地域住民の要望を情報収
集する取組が必要と考える。また、
側溝への蓋がけも含め、対応状況
と今後の見通しを定期的に行政区
にフィードバックすべきと考える
がいかがか。

　市道の危険箇所について、行政
区長会に情報提供を依頼するなど、
より一層の情報収集に努める。
　要望への対応状況については、
次年度以降にフィードバックして
いきたい。今後も実態に即して事
業個所の優先順位が決められるよ
う努めていく。

問 交通安全対策と
フィードバックについて 答 情報収集とフィード

バックを図っていく

中村匡志 議員
（創政会）

　市はパートナーシップ宣誓制度
を導入する計画を進めているがど
のような日程で計画しているのか。
また、この制度の中にどのような
内容を盛り込んでいく予定か。さ
らに、近隣の都市との連携はどの
ように検討しているのか。制度の
普及はどのように進めていくのか。

　市では、５年１月１日制度導入
を目指している。市民や転入予定
者は、国籍を問わず対象とし、近
隣市町との広域連携を協議してい
く。広報紙や市公式ホームページ
への掲載、公共施設へのポスター
掲示等により制度の普及を図って
いく。

問 パートナーシップ宣誓
制度導入を歓迎 答 広域連携等のより良い

制度を検討する

　マイナンバー制度は、普及が進
んでいない。市ではこの普及の為
に現在どのくらいの経費をかけて
いるのか。現在は、健康保険証と
して利用されているが、これから
どのような計画でこの利用を拡大
しようとしているのか。また、情
報盗難の恐れはないのか。

　国補助金約2300万円を活用して
マイナンバーカードの普及促進を
図っている。６年度中に運転免許
証、７年度中に外国人在留カード
とのマイナンバーカードの一体化
が予定されている。特定個人情報
の漏えいのないよう、安全管理措
置に万全を期する。

問 マイナンバー制度の
普及状況と課題 答 制度の普及促進と適切な

運用に努める

さらに、下田公園（荒井新田）も
幼児の自転車練習に開放
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